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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　カルボキシル基及び／又は水酸基を有する水性ポリウレタン（Ａ）、溶融範囲が１４０
～１８０℃であるポリオレフィンワックス（Ｂ）及び架橋剤（Ｃ）を含有する水性表面処
理剤であって、前記ポリオレフィンワックス（Ｂ）がポリプロピレンワックスであること
を特徴とする水性表面処理剤。
【請求項２】
　前記水性ポリウレタン（Ａ）が、ポリカーボネート系水性ポリウレタンである請求項１
記載の水性表面処理剤。
【請求項３】
　前記架橋剤（Ｃ）が、カルボジイミドである請求項１又は２記載の水性表面処理剤。
【請求項４】
　さらに、マット剤（Ｄ）を含有する請求項１～３のいずれか１項記載の水性表面処理剤
。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１項記載の水性表面処理剤の塗膜を有することを特徴とする物
品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、各種物品の表面に様々な意匠性を付与することのできる水性表面処理剤及び
それを用いた成形品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　各種物品は、意匠性の向上、高級感の付与を目的として、その表面に塗料が塗装される
ことが多い。例えば、家電製品の筐体、パソコン、携帯電話、スマートフォン等の電子機
器の筐体、自動車内外装材などのプラスチック成形品の表面を艶消し処理して、高級感の
ある意匠性を付与するために、表面処理剤が用いられている。この表面処理剤として、従
来は溶剤系のものが多かったが、揮発性有機化合物（以下、「ＶＯＣ」と略記する。）を
発生して環境負荷が大きいことから、ＶＯＣの排出量の削減が求められ、表面処理剤の水
性化が進められている（例えば、特許文献１及び２を参照。）。
【０００３】
　しかしながら、水性表面処理剤は、溶剤系表面処理剤と比較して、耐薬品性、特に耐溶
剤性に劣り、水性表面処理剤の塗膜表面を、アルコール等の溶剤を含む洗浄剤で拭き取る
等を行うとその拭き取った痕が目立つという問題があった。
【０００４】
　そこで、塗膜表面が溶剤と接触してもその痕が目立たない水性表面処理剤が求められて
いた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００３－３４２５４９号公報
【特許文献２】特開２００６－１７６６１５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明が解決しようとする課題は、各種物品の表面に様々な意匠性を付与するとともに
、塗膜表面が溶剤と接触してもその痕（以下、「溶剤痕」と略記する。）が目立たない水
性表面処理剤及びそれを用いた物品を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者等は、上記課題を解決すべく鋭意研究を重ねた結果、カルボキシル基及び／又
は水酸基を有する水性ポリウレタン、特定の溶融範囲を有するポリオレフィンワックス及
び架橋剤を含有する水性表面処理剤は、物品の表面に様々な意匠性を付与できるとともに
、塗膜表面が溶剤と接触しても溶剤痕が目立たないことを見出し、本発明を完成させた。
【０００８】
　すなわち、本発明は、カルボキシル基及び／又は水酸基を有する水性ポリウレタン（Ａ
）、溶融範囲が１４０～１８０℃であるポリオレフィンワックス（Ｂ）及び架橋剤（Ｃ）
を含有する水性表面処理剤であって、前記ポリオレフィンワックス（Ｂ）がポリプロピレ
ンワックスであることを特徴とする水性表面処理剤及びそれを用いた物品に関する。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の水性表面処理剤は、物品の表面に様々な意匠性を付与できるとともに、塗膜表
面が溶剤と接触しても溶剤痕が目立たないため、各種物品の表面処理剤として用いること
ができる。特に、プラスチック成形品に好適に用いることができ、プラスチック成形品の
中でも熱可塑性オレフィン（Ｔｈｅｒｍｏ　Ｐｌａｓｔｉｃ　Ｏｌｅｆｉｎ；以下、「Ｔ
ＰＯ」と略記する。）の成形品であるＴＰＯレザーやＴＰＯシートにより好適に用いるこ
とができる。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
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　本発明の水性表面処理剤は、カルボキシル基及び／又は水酸基を有する水性ポリウレタ
ン（Ａ）、ポリプロピレンワックス（Ｂ）及び架橋剤（Ｃ）を含有するものである。
【００１１】
　前記水性ポリウレタン（Ａ）は、カルボキシル基及び／又は水酸基を有するポリウレタ
ンで、水性媒体中に分散可能なものである。この水性ポリウレタン（Ａ）のうち、水酸基
を有するポリウレタンの製造方法としては、例えば、過剰量のポリオール及び／又はグリ
コールとポリイソシアネートとを反応させて末端に水酸基を有するポリウレタンを得る方
法、イソシアネート基末端のウレタンプレポリマーに２－アミノエタノール、２－アミノ
エチルエタノールアミン、ジエタノールアミン等のアミノアルコール、アミノフェノール
等を反応させて水酸基を有するポリウレタンを得る方法等が挙げられる。一方、カルボキ
シル基を有するポリウレタンの製造方法としては、例えば、カルボキシル基を有する化合
物を原料としてウレタン化反応の際に使用する方法が挙げられる。
【００１２】
　前記水性ポリウレタン（Ａ）の原料として用いるポリオールとしては、例えば、ポリエ
ステルポリオール、ポリエーテルポリオール、ポリカーボネートポリオール、ポリアセタ
ールポリオール、ポリアクリレートポリオール、ポリエステルアミドポリオール、ポリチ
オエーテルポリオール、ポリブタジエン系等のポリオレフィンポリオールなどが挙げられ
る。これらの中でも、耐久性が優れていることから、ポリカーボネートポリオールが好ま
しい。また、カルボキシル基を有するポリウレタンの原料として用いるカルボキシル基を
有する化合物としては、例えば、２，２’－ジメチロールプロピオン酸、２，２’－ジメ
チロールブタン酸、２，２’－ジメチロール酪酸、２，２’－ジメチロール吉草酸等が挙
げられる。これらの中でも、２，２’－ジメチロールプロピオン酸が好ましい。
【００１３】
　上記の製造方法により得られる前記水性ポリウレタン（Ａ）の中でも、ポリカーボネー
トポリオールを原料として用いたポリカーボネート系水性ポリウレタンは、塗膜強度が高
いことから好ましい。また、前記水性ポリウレタン（Ａ）は、単独で用いることも２種以
上併用することもできる。
【００１４】
　前記ポリオレフィンワックス（Ｂ）は、ポリプロピレンワックスを用いる。また、その
溶融範囲は、１４０～１８０℃であるが、１４５～１７５℃がより好ましく、１５０～１
７０℃がさらに好ましい。このようなポリオレフィンワックス（Ｂ）は、単独で用いるこ
とも２種以上併用することもできる。なお、本発明において、ポリオレフィンワックス（
Ｂ）として、２種以上のものを併用した場合、その溶融範囲は、混合物での溶融範囲とす
る。また、溶融範囲は、ＪＩＳ試験方法Ｋ００６４－１９９２に準拠して測定したもので
ある。
【００１５】
　上記のポリオレフィンワックス（Ｂ）として、ポリプロピレンワックスを用いると、溶
剤痕を低減できることから好ましい。また、前記ポリオレフィンワックス（Ｂ）の使用量
としては、溶剤痕の低減効果と塗膜強度を高めることができるから、前記水性ポリウレタ
ン（Ａ）の樹脂分１００質量部に対して、０．１～２０質量部の範囲が好ましく、３～１
５質量部の範囲がより好ましい。

【００１６】
　前記架橋剤（Ｃ）としては、オキサゾリン、カルボジイミド、ポリイソシアネート、ブ
ロックイソシアネート、エポキシ、ポリシロキサン、アジリジン、アルキル化メラミン等
の尿素樹脂系架橋剤、ヒドラジド系架橋剤などが挙げられる。これらの中でも、架橋性能
と安全性の面から、カルボジイミドが好ましい。また、これらの架橋剤（Ｃ）は、単独で
用いることも２種以上併用することもできる。前記架橋剤（Ｃ）の使用量としては、塗膜
強度の観点から、前記水性ポリウレタン（Ａ）の樹脂分１００質量部に対して、０．５～
３０質量部の範囲が好ましく、２～２５質量部の範囲がより好ましい。
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【００１７】
　本発明の水性表面処理剤のうち、上記の成分（Ａ）～（Ｃ）を含有するものを物品に塗
工すると、いわゆるクリア塗料となり、物品の表面に光沢性を付与することができる。ま
た、物品の表面に高級感を付与するためマット調の意匠を付与したい場合には、上記の成
分（Ａ）～（Ｃ）に加えて、マット剤（Ｄ）を本発明の水性表面処理剤に配合することが
好ましい。
【００１８】
　前記マット剤（Ｄ）としては、例えば、シリカ粒子、有機ビーズ、炭酸カルシウム、炭
酸マグネシウム、炭酸バリウム、タルク、水酸化アルミニウム、硫酸カルシウム、カオリ
ン、雲母、アスベスト、マイカ、ケイ酸カルシウム、アルミナシリケイト等が挙げられる
。
【００１９】
　前記シリカ粒子としては、乾式シリカ、湿式シリカ等が挙げられる。これらの中でも、
散乱効果が高く光沢値の調整範囲が広くなること、溶剤痕の低減効果が高くなることから
、乾式シリカが好ましい。また、組成物中に分散しやすくなることから、有機化合物で表
面修飾した乾式シリカがより好ましい。これらシリカ粒子の平均粒子径としては、２～１
４μｍの範囲が好ましく、３～１２μｍの範囲がより好ましい。
【００２０】
　前記シリカ粒子の使用量としては、所望のマット調の意匠が得られる光沢値が達成でき
ることから、前記水性ポリウレタン（Ａ）の樹脂分１００質量部に対して、０．１～４０
質量部の範囲が好ましく、１０～３０質量部の範囲がより好ましい。
【００２１】
　前記有機ビーズとしては、例えば、アクリルビーズ、ウレタンビーズ、シリコンビーズ
、オレフィンビーズ等が挙げられる。
【００２２】
　前記マット剤（Ｄ）は、単独で用いることも２種以上併用することもできる。
【００２３】
　本発明の水性表面処理剤には、上記の成分（Ａ）～（Ｄ）以外に、各種界面活性剤、消
泡剤、レベリング剤、粘弾性調整剤、消泡剤、湿潤剤、分散剤、防腐剤、膜形成剤、可塑
剤、浸透剤、香料、殺菌剤、殺ダニ剤、防かび剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、帯電防止
剤、難燃剤、染料、顔料（例えば、チタン白、ベンガラ、フタロシアニン、カーボンブラ
ック、パーマネントイエロー等）等の添加剤を配合しても構わない。
【００２４】
　本発明の物品は、本発明の水性表面処理剤の塗膜を有するものである。また、物品とし
ては、例えば、家電製品（冷蔵庫、洗濯機、エアコン、テレビ等）の筐体、電子機器（パ
ソコン、携帯電話、スマートフォン等）の筐体、楽器（ピアノ、エレクトーン、電子楽器
等）の材料；自動車又は鉄道車両の内装材（インスツルメントパネル、ドアトリム、ヘッ
ドライニング、トノーカバー等）、建材又は家具材（壁紙、合板用化粧シート、鋼板用化
粧シート、椅子貼り用レザー等）、包装材料（ラッピングフィルム等）などのプラスチッ
ク成形品；木質材料（合板、集成材、単層積層材等）；セラミック材料（内装タイル、煉
瓦等）；が挙げられる。スポーツ（スキー、アーチェリー、ゴルフ、テニス等）用具材料
；履物材料（靴の甲材、底、芯材、ヒール、トップリフト、中敷等）；金属材料（鉄、銅
、亜鉛、アルミニウム等）などが挙げられる。これらの物品の中でも、本発明の水性表面
処理剤は、プラスチック成形品に好適に用いることができ、そのプラスチック成形品の中
でも、ＴＰＯレザー、ＴＰＯシートに用いることが好ましい。
【実施例】
【００２５】
　以下、実施例により本発明を具体的に説明する。
【００２６】
（実施例１）
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　水性ポリウレタン（ＤＩＣ株式会社製「ハイドラン　ＷＬＳ－２１０」、ポリカーボネ
ート系水性ポリウレタン、不揮発分３５質量％）４７．１質量部（水性ポリウレタンとし
て１６．５質量部）、ポリプロピレンワックス（Ｍｉｃｒｏ　Ｐｏｗｄｅｒｓ社製「ＭＩ
ＣＲＯＭＡＴＴＥ　１２１３ＵＶＷ」；溶融範囲１５０～１５６℃）１．１質量部、架橋
剤（日清紡ケミカル株式会社製「カルボジライト　Ｅ－０４」、カルボジイミド系架橋剤
）３．５質量部、ノニオン系界面活性剤（第一工業製薬株式会社製「ノイゲン　ＥＡ－１
５７」）０．１質量部、フッ素系界面活性剤（ＤＩＣ株式会社製「メガファック　Ｆ－４
４４」）０．１質量部、粘弾性調整剤（サンノプコ株式会社製「ＳＮシックナー　６１２
ＮＣ」）０．９質量部及びイオン交換水４４．２質量部を均一に混合して、水性表面処理
剤（１）を得た。
【００２７】
［評価用塗膜の作製］
　上記で得られた水性表面処理剤（１）をバーコーターＮｏ．１４を用いてＴＰＯシート
（厚さ０．４ｍｍ）上に塗工し、１２０℃で１分間乾燥して評価用の塗膜を得た。
【００２８】
［耐溶剤性の評価］
　上記で得られた評価用塗膜の表面にエタノールを０．０５ｍｌ滴下し、そのまま３時間
放置した後、エタノールの滴下痕の直径を測定した。得られた測定値から、下記の基準に
したがって耐溶剤性を評価した。
　○：滴下痕の直径が２５ｍｍ未満である。
　×：滴下痕の直径が２５ｍｍ以上である。
【００２９】
（実施例２～１１）
　下記表１の配合組成にしたがって、実施例１と同様に操作して水性表面処理剤（２）～
（１１）を得た。また、実施例１と同様に、得られた水性表面処理剤について、耐溶剤性
の評価を行った。
【００３０】
（比較例１～９）
　下記表２の配合組成にしたがって、実施例１と同様に操作して水性表面処理剤（Ｒ１）
～（Ｒ９）を得た。また、実施例１と同様に、得られた水性表面処理剤について、耐溶剤
性の評価を行った。
【００３１】
　上記の実施例１～１１の水性表面処理剤（１）～（１１）の配合組成及び耐溶剤性の評
価結果を表１に、比較例１～９の水性表面処理剤（Ｒ１）～（Ｒ９）の配合組成及び耐溶
剤性の評価結果を表２に示す。
【００３２】
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【表１】

【００３３】

【表２】

【００３４】
　上記表１及び２に記載した各配合成分の詳細は下記の通りである。
「ハイドラン　ＷＬＳ－２１０」：ＤＩＣ株式会社製のポリカーボネート系水性ポリウレ
タン（不揮発分３５質量％）
「ＡＣＥＭＡＴＴ　ＴＳ－１００」：エボニックデグサ社製の乾式法で製造されたシリカ
粒子
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「ＡＣＥＭＡＴＴ　３３００」：エボニックデグサ社製の乾式法で製造し、表面を有機処
理されたシリカ粒子
「ＮＩＰＧＥＬ　ＡＺ－２００」：東ソー・シリカ株式会社製の湿式法で製造されたシリ
カ粒子
「ＡＣＥＭＡＴＴ　ＥＸＰ－３６００」：エボニックデグサ社製の湿式法で製造し、表面
を有機処理されたシリカ粒子
「アートパール　Ｇ－８００」：根上工業株式会社製の架橋ポリマー微粒子
「タフチック　ＡＳＦ－７」：東洋紡績株式会社製のポリアクリロニトリルを主成分とす
る艶消し剤
「ＭＩＣＲＯＭＡＴＴＥ　１２１３ＵＶＷ」：Ｍｉｃｒｏ　Ｐｏｗｄｅｒｓ社製のポリプ
ロピレンワックス（溶融範囲１５０～１５６℃）
「ＭＩＣＲＯＰＲＯ　４４０Ｗ」：Ｍｉｃｒｏ　Ｐｏｗｄｅｒｓ社製のポリプロピレンワ
ックス（溶融範囲１５０～１５６℃）
「ＭＰＰ－６２０ＸＦ」：Ｍｉｃｒｏ　Ｐｏｗｄｅｒｓ社製のポリエチレンワックス（溶
融範囲１１４～１１６℃）
「ＣＥＲＡＦＬＯＵＲ　９９８」：ビックケミー・ジャパン株式会社製のＰＴＰＦ（ポリ
テトラフルオロエチレン）変性ポリエチレンワックス（溶融範囲１１３～１１６℃）
「カルボジライト　Ｅ－０４」：日清紡ケミカル株式会社製のカルボジイミド系架橋剤
「ノイゲン　ＥＡ－１５７」：第一工業製薬株式会社製のノニオン系界面活性剤
「メガファック　Ｆ－４４４」：ＤＩＣ株式会社製のフッ素系界面活性剤
「ＳＮシックナー　６１２ＮＣ」：サンノプコ株式会社製の粘弾性調整剤
【００３５】
　表１に示した結果から、本発明の水性表面処理剤である実施例１～１１の水性表面処理
剤（１）～（１１）は、エタノールの滴下痕の直径が９～１６ｍｍとあまり大きくなく、
小さい滴下痕しか残らないことから、高い耐溶剤性を有することが分かった。
【００３６】
　一方、比較例１は、本発明で用いる溶融範囲が１４０～１８０℃であるポリオレフィン
ワックス（Ｂ）を用いず、マット剤も用いなかった例である。この比較例１～４のものは
、エタノールの滴下痕の直径が３４ｍｍと比較的大きく、耐溶剤性が十分でないことが分
かった。
【００３７】
　一方、比較例２～５は、本発明で用いる溶融範囲が１４０～１８０℃であるポリオレフ
ィンワックス（Ｂ）を用いず、マット剤としてシリカ粒子を用いた例である。この比較例
２～５のものは、エタノールの滴下痕の直径が４０～４８ｍｍと大きく、耐溶剤性が十分
でないことが分かった。
【００３８】
　比較例６及び７は、本発明で用いる溶融範囲が１４０～１８０℃であるポリオレフィン
ワックス（Ｂ）を用いず、マット剤として有機ビーズを用いた例である。この比較例６及
び７のものは、エタノールの滴下痕の直径が４６～５７ｍｍと大きく、耐溶剤性が十分で
ないことが分かった。
【００３９】
　比較例８は、本発明で用いる溶融範囲が１４０～１８０℃であるポリオレフィンワック
ス（Ｂ）の代わりに、溶融範囲が１１４～１１６℃であるポリエチレンワックスを用いた
例である。この比較例８のものは、エタノールの滴下痕の直径が４６ｍｍと大きく、耐溶
剤性が十分でないことが分かった。
【００４０】
　比較例９は、本発明で用いる溶融範囲が１４０～１８０℃であるポリオレフィンワック
ス（Ｂ）の代わりに、溶融範囲が１１３～１１６℃であるＰＴＦＥ変性ポリエチレンワッ
クスを用いた例である。この比較例９のものは、エタノールの滴下痕の直径が４５ｍｍと
大きく、耐溶剤性が十分でないことが分かった。
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